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各国の炭素税比較

○ 炭素税の税収は一般財源に繰り入れられ、多くの国において法人税・所得税の減税等に活用されている。
○ 多くの国において、産業に対し細やかな減免措置を講じることにより、負担軽減が図られている。

国名
導入
年

税率 税収規模
財源 税収使途 減免措置

円/tCO2 億円[年]

日本
（温対税）

2012 289
2,340

[2020年]
特別会計

・省エネ対策、再生可能エネルギー普及、化石燃料クリー
ン化等のエネルギー起源CO2排出抑制等に活用

・輸入･国産石油化学製品製造用揮発油等は免税

フィンランド
（炭素税）

1990
9,625

（77EUR
輸送用燃料）

1,824
[2020年]

一般会計
・税制改革時に所得税の引下げ及び企業の雇用に係る費
用の軽減に活用

・石油精製プロセス、原料使用、航空機･船舶輸送、発電用に使用される燃料は
免税。CHPは減税、バイオ燃料は減税、エネルギー集約型産業に対し還付措置

スウェーデン
（CO2税）

1991
14,400

（1,200SEK）
2,446

[2020年]
一般会計

・炭素税導入時に労働税の負担軽減を実施
・2001～2004年の標準税率引上げ時には、低所得者層の
所得税率引下げ等に活用

・EU-ETS対象企業、発電用燃料及び原料使用は免税、CHP等は免税
・EU-ETS対象外の企業に軽減税率が適用されたが、2018年に本則税率に一本
化

ノルウェー
（CO2税）

1991
9,228

（769NOK
ガソリン）

1,652
［2020年］

一般会計
（一部基金化）

・石油採掘事業者からの税収は年金基金に繰り入れ
・大陸棚での石油採掘企業を除くEU-ETS対象企業、国際航空機･国際船舶の燃
料、還元･電解質製造等原料使用、漁業用燃料、温室用軽油、バイオディーゼル、
輸出用燃料、外交官が使用する燃料は免税

デンマーク
（CO2税）

1992
3,046

（179.2DKK）
565

[2020年]
一般会計 ・政府の財政需要に応じて支出 ・EU-ETS対象企業及びバイオ燃料は免税

スイス
（CO2税）

2008
13,800

（120CHF)
1,526

[2020年]
一般会計

(一部基金化)
・税収1/3程度は建築物改装基金、一部技術革新ファンド、
残り2/3程度は国民･企業へ還流

・国内ETS参加企業は免税
・政府との排出削減協定達成企業は減税
・輸送用ガソリン･軽油は課税対象外

アイルランド
（炭素税）

2010
5,125

（41EUR、
ガソリン・軽油）

629
[2020年]

一般会計
・赤字補填に活用
・2020年以降の税率引上げによる増収分は、公正な移行
支援等に充当予定

・ETS対象産業、発電用燃料、農業用軽油、CHP（産業･業務）等は免税

英国
（カーボンプライ

スフロア）
2013

2,556
（18GBP）

873
[2020年]

一般会計 ・政府の財政需要に応じて支出
・発電容量2MW以下は免税。発電容量2MW以下のCHP、待機発電設備、

北アイルランドの発電設備は対象外

フランス
（炭素税）

2014
5,575

（44.6EUR）

8,250
[2020年
推計値]

一般会計 ・一般会計から、交通インフラ資金調達庁に充当

• EU-ETS企業は2013年の税率を適用（免税）
エネルギー集約型産業は2014年の税率を適用（減税）

• CHP、発電用燃料、冶金・鉱物製造・還元、特定の非鉱物製造工程に使用
される燃料は免税

ポルトガル
（炭素税）

2015
2,990

（23.921EUR）

119
[2015年
推計値]

一般会計 • 政府の財政需要に応じて支出
・農業･漁業等は減税
・EU-ETS対象企業は免税

カナダBC州
（炭素税）

2008
3,735

（45CAD）
1,397

[2020年]
一般会計 • 所得税の減税等に活用

・州外に販売･輸出される燃料、越境輸送に使用される燃料、電解、燃料製造に
使用される燃料等は免税

注１ 環境省資料等より作成。
２ 税率は2022年１月時点。税収は取得可能な直近の値。
３ 為替レート：1CAD=約83円、1EUR＝約125円、1GBP=約142円、1CHF=約115円、1SEK=約12円、1NOK=約12円、1DKK＝約17円。（2020～2021年の為替レート（TTM）

の平均値、みずほ銀行）

1

日本及び諸外国の実効炭素価格

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第13回）」（令和３年３月２日）資料より抜粋。

■ OECDによれば、日本及び諸外国の実効炭素価格（排出枠価格、炭素税、エネルギー税の合計)
(全部門）は以下のとおり。日本の実効炭素価格は30EUR/tCO2である。

ＥＵ加盟国

2



人口一人当たり税収額指数（令和２年度決算額）

注１ 総務省「令和２年度都道府県財政指数表」より作成。
２ 人口については、調査対象年度の１月１日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

○ 道府県税である自動車税及び軽油引取税について、都道府県別の人口一人当たりの税収額指
数をみると、都市部と比較して地方部ほど一人当たりの税収額が大きくなっている。

3

注 資料１及び資料２は、東京商工リサーチ『「減資企業」動向調査』（2021年６月９日）より引用。

■ 近年、資本金を減資する大企業が増加している。資本金を１億円以下とすることで法人税法上は中小企業と

みなされ、法人税率の引き下げや法人事業税の外形標準課税の免除等の税制優遇措置の対象となる。

■ 減資企業は、コロナ禍において特に売上が減少した飲食業・旅行業・その他サービス業等に多い。

【資料１】資本金１億円以下に減資した企業 産業別 （社） 【資料２】資本金１億円以下に減資した企業の損益別
（内側が20年、外側が21年）

減資企業の増加

4



注 一般財団法人自治総合センター「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会報告書」（令和４年３月）より作成。

■持株会社と子法人（資本金１億円以下）に再編し従業員の多くを子法人に帰属させるケース

持株会社化の事例（イメージ）

5

新たな国際課税ルールについて

注 総務省「地方法人課税に関する検討会（第１回）」（令和４年８月２日）資料より抜粋。

6



地方法人課税の「偏在是正措置」等による東京都の影響額の推移

注１ 東京都財務局「国の不合理な措置に対する東京都の主張－地方消費税の清算基準の見直しに向けた反論－」等より作成。
２ 令和２年度までは決算額、令和３年度は補正後予算額、令和４年度は当初予算額による。
３ 端数処理の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。
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４ 主 税 調 第 ９ 号 

 東 京 都 税 制 調 査 会 

下記の事項について意見を求めます。 

  令和４年５月１９日 

 
 

東京都知事  小 池 百 合 子 

 
 

記 

 
 

１ 意見を求める事項 

 社会経済を取り巻く状況が大きく変化する時代において、地方分権

に資する地方税制や国・地方を通じた税制全体のあり方、その他これ

らに関連する諸制度について意見を求める。 
 

２ 趣旨 

我が国の財政は、国及び地方の長期債務残高が 1,200 兆円を超え、

GDP 比 200％を上回るなど、危機的な状況にある。これに加え、急速

な少子高齢化の進展は、社会保障給付費が増大するとともに、労働力

人口の減少や国内市場の縮小が経済成長を阻害し、将来の財政に更に

大きな影響を与えると懸念される。財政の健全性及び持続可能性を維

持・回復するため、税制度の改革は急務である。 

一方、気候変動への危機感、新型コロナウイルス感染症の脅威等を

背景に、脱炭素やデジタル化の潮流が大きなうねりとなっている。ま

た、ウクライナ危機をはじめとする国際情勢は刻々と変化しており、

エネルギーの安定供給等の様々な面で都民生活や都内経済に深刻な

影響を及ぼしかねない。 

このような状況を踏まえ、社会環境の劇的な変化にアジャイルに対

応し、「サステナブル・リカバリー」を実現する観点から、地方税制、

国・地方を通じた税制全体のあり方、その他これらに関連する諸制度

について意見を求めるものである。 



 

 

東京都税制調査会設置要綱 

 

 

平成１２年５月２４日                              
１２主税税第４６号                              

                              知  事  決  定 
             

 

（設置目的） 
第１ 地方分権の時代にふさわしい地方税制及び国・地方を通じた税制全体のあり方等の参考と

するため、幅広く有識者等の意見の表明又は有識者との意見の交換を行う懇談会として、東京

都税制調査会（以下「調査会」という。）を設置する。 
 
（所掌事項） 
第２ 調査会では、以下の事項について検討し、意見の交換を行う。 
 (1) 地方税制度の改善に関すること。 

 (2) 国と地方の税源配分に関すること。 

 (3) その他これらの事項に関連する租税制度の改善に関すること。 

 
（委員及び特別委員） 
第３ 調査会は、委員１９人程度、特別委員６人程度をもって構成する。 
２ 委員は学識経験を有する者のうちから、特別委員は都議会議員の職にある者のうちから、知

事が委嘱する。 
３ 委員及び特別委員（以下「委員等」という。）の任期は、３年とする。ただし、委員等が欠

けた場合における補欠の委員等の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
（会長及び副会長） 
第４ 調査会に、会長及び副会長を置き、委員等の互選により選任する。 
２ 会長は、調査会の会務を総理する。 
３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 
 
（招集） 
第５ 調査会は、会長が招集する。 
 
（小委員会） 
第６ 調査会に、委員により組織される小委員会を置く。 
２ 小委員会は、調査会の付託を受け、第２に定める所掌事項について検討を行うとともに、こ

れに必要な調査研究を行う。 
３ 小委員会に属すべき委員は、調査会に属する委員のうちから会長が指名する。 
４ 小委員会に小委員長を置く。 
５ 小委員長は、会長が指名する。 
６ 小委員長は、小委員会の事務を掌理する。 
 
（分科会）  
第７ 小委員会に、分科会を置くことができる。 
２ 分科会は、小委員会の付託を受けて、その部門に属する事項を研究する。 



 

 

３ 分科会に属すべき委員は、小委員会に属する委員のうちから小委員長が指名する。 
４ 分科会に、分科会長を置く。 
５ 分科会長は、委員の中から小委員長が指名する。 
６ 分科会長は、分科会の事務を掌理する。 
 
（専門委員） 
第８ 調査会において検討すべき事項につき、細目の調査研究その他の必要があるときは、会長

は専門委員を置くことができる。 
２ 専門委員は、専門の学識経験を有する者のうちから、会長が指名する。  
３  専門委員は、会長が認める場合には小委員会又は分科会に参加することができる。 
 
（意見の聴取） 
第９ 会長は、必要があるときは、委員等以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 
 
（庶務） 
第10 調査会の庶務は、主税局において処理する。 

 

（雑則） 

第11 この要綱に定めるもののほか、調査会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 
 
 
   附 則 
 この要綱は、平成１２年５月２６日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１３年９月１７日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年６月１０日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年６月１日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 
 

附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 
 

   附 則 
 この要綱は、平成２２年７月１６日から施行する。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成２６年１月１日から施行する。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成２６年７月１６日から施行する。 
 



 

 

    
附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
 
   附 則（委員の任期の特例） 
 １ この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 
２ 令和３年３月３１日に第３の３に規定する任期が終了することとなる委員等の任期は、同

項の規定にかかわらず、令和４年３月３１日までとする。 
 
   附 則 
 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 
 
   附 則 
 この要綱は、令和４年５月１８日から施行する。 
 
 
 
 


